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１【提出理由】

　当社及び当社の連結子会社であるセイノースーパーエクスプレス株式会社（以下、「セイノースーパーエクスプレ

ス」といいます。）、西濃産業株式会社（以下、「西濃産業」といいます。）、セイノーファミリー株式会社（以

下、「セイノーファミリー」といいます。）、西濃通運株式会社（以下「西濃通運」といいます。）、スイトトラベ

ル株式会社（以下、「スイトトラベル」といいます。）、セイノーエンジニアリング株式会社（以下、「セイノーエ

ンジニアリング」といいます。）の６社（当該６社を、以下「対象６社」といいます。）は、平成27年２月17日開催

のそれぞれの取締役会において、平成27年４月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、対象６社を株

式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、当社と対象６社との間

でそれぞれ株式交換契約を締結しましたので、当社は、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関

する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

 

 

２【報告内容】

（１）本株式交換の相手会社に関する事項

① 商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

商号 セイノースーパーエクスプレス株式会社

本店の所在地 東京都江東区辰巳三丁目10番23号

代表者の氏名 代表取締役社長　　松原　茂範

資本金の額 100百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額 12,807百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額 26,976百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容 貨物自動車運送事業　他

 

商号 西濃産業株式会社

本店の所在地 岐阜県大垣市大井三丁目96番地１

代表者の氏名 代表取締役社長　　押川　仁三

資本金の額 10百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額 302百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額 1,191百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容 自動車部品販売業　他

 

商号 セイノーファミリー株式会社

本店の所在地 岐阜県大垣市田口町１番地

代表者の氏名 代表取締役社長　　中島　隆利

資本金の額 14百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額 659百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額 808百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容 保険代理店業　他
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商号 西濃通運株式会社

本店の所在地 岐阜県大垣市東前五丁目７番地の２

代表者の氏名 代表取締役社長　　柳迫　茂矢

資本金の額 10百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額 6,375百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額 7,150百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容 貨物自動車運送事業　他

 

商号 スイトトラベル株式会社

本店の所在地 岐阜県大垣市旭町三丁目11番地

代表者の氏名 代表取締役社長　　一柳　正義

資本金の額 10百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額 3,175百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額 3,447百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容 タクシー業・旅行代理店業　他

 

商号 セイノーエンジニアリング株式会社

本店の所在地 岐阜県大垣市田口町１番地

代表者の氏名 代表取締役社長　　村木　和人

資本金の額 20百万円（平成26年３月31日現在）

純資産の額 1,784百万円（平成26年３月31日現在）

総資産の額 7,146百万円（平成26年３月31日現在）

事業の内容 建築工事請負業　他
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② 最近３年間に終了した各事業年度の売上高、営業利益、経常利益及び当期純利益

セイノースーパーエクスプレス

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

営業収益（百万円） 60,347 59,921 62,829

営業利益（百万円） 1,267 1,272 2,130

経常利益（百万円） 1,334 1,275 2,224

当期純利益（百万円） 786 1,748 1,268

 （注）セイノースーパーエクスプレスは、平成26年４月１日に西武運輸株式会社からセイノースーパーエクス

プレス株式会社へと商号を変更しており、上記、セイノースーパーエクスプレスの各事業年度の経営成績は西

武運輸株式会社の経営成績であります。

 

西濃産業

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

売上高（百万円） 2,736 2,980 2,976

営業利益（百万円） 63 70 71

経常利益（百万円） 69 75 76

当期純利益（百万円） 39 47 82

 

セイノーファミリー

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

営業収益（百万円） 113 114 114

営業利益（百万円） 8 16 33

経常利益（百万円） 15 25 44

当期純利益（百万円） 8 15 40

 

西濃通運

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

営業収益（百万円） 3,020 2,962 3,117

営業利益（百万円） 226 130 234

経常利益（百万円） 261 153 263

当期純利益（百万円） 151 98 257

 

スイトトラベル

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

売上高（百万円） 2,567 2,387 2,450

営業利益（百万円） 26 39 40

経常利益（百万円） 66 76 79

当期純利益（百万円） 40 43 68
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セイノーエンジニアリング

事業年度 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

売上高（百万円） 4,222 4,450 4,841

営業利益（百万円） 112 58 131

経常利益（百万円） 118 63 137

当期純利益（百万円） 74 69 118

 

③ 大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

（平成26年３月31日現在）

セイノースーパーエクスプレス

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

セイノーホールディングス株式会社 90.00

西武鉄道株式会社 10.00

 

西濃産業

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

セイノーホールディングス株式会社 60.00

西濃産業株式会社 24.54

スイトトラベル株式会社 10.46

セイノーエンジニアリング株式会社 5.00

 

セイノーファミリー

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

セイノーホールディングス株式会社 50.00

セイノーファミリー株式会社 37.50

西濃産業株式会社 12.50

 

西濃通運

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

セイノーホールディングス株式会社 52.50

公益財団法人田口福寿会 33.75

田口　義隆 5.00

田口　栄 2.50

田口　義嘉壽 2.50
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スイトトラベル

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

セイノーホールディングス株式会社 51.53

田口　義隆 14.54

田口　義展 4.85

田口　義竜 4.85

田口　義眞 4.85

田口　りえ 4.85

田口　英明 4.85

 

セイノーエンジニアリング

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

セイノーホールディングス株式会社 50.00

スイトトラベル株式会社 36.17

西濃産業株式会社 6.67

公益財団法人田口福寿会 3.33

田口　義隆 2.37

 

④ 提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

セイノースーパーエクスプレス

資本関係 当社は、セイノースーパーエクスプレスの発行済株式数の90.00%（9,161,820株）を保有し

ております。

人的関係 当社の取締役１名がセイノースーパーエクスプレスの取締役を、当社の取締役１名及び監

査役１名がセイノースーパーエクスプレスの監査役をそれぞれ兼任しております。

取引関係 キャッシュ・マネジメント・システム基本契約に基づく資金取引を行っております。

 

西濃産業

資本関係 当社は、西濃産業の発行済株式数の60.00%（120,000株）を保有しております。

人的関係 当社の取締役１名が西濃産業の取締役を兼任しております。

取引関係 キャッシュ・マネジメント・システム基本契約に基づく資金取引を行っております。

 

セイノーファミリー

資本関係 当社は、セイノーファミリーの発行済株式数の50.00%（80株）を保有しております。

人的関係 当社の監査役１名がセイノーファミリーの監査役を兼任しております。

取引関係 キャッシュ・マネジメント・システム基本契約に基づく資金取引を行っております。
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西濃通運

資本関係 当社は、西濃通運の発行済株式数の52.50%（21,000株）を保有しております。

人的関係 当社の取締役２名が西濃通運の取締役を、当社の監査役１名が西濃通運の監査役を、それ

ぞれ兼任しております。

取引関係 キャッシュ・マネジメント・システム基本契約に基づく資金取引を行っております。

 

スイトトラベル

資本関係 当社は、スイトトラベルの発行済株式数の51.53%（21,260株）を保有しております。

人的関係 当社の取締役３名がスイトトラベルの取締役を、当社の監査役１名がスイトトラベルの監

査役を、それぞれ兼任しております。

取引関係 キャッシュ・マネジメント・システム基本契約に基づく資金取引を行っております。

 

セイノーエンジニアリング

資本関係 当社は、セイノーエンジニアリングの発行済株式数の50.00%（20,000株）を保有しており

ます。

人的関係 当社の取締役１名がセイノーエンジニアリングの取締役を、当社の監査役１名がセイノー

エンジニアリングの監査役を、当社の従業員１名がセイノーエンジニアリングの取締役を

それぞれ兼任しております。

取引関係 キャッシュ・マネジメント・システム基本契約に基づく資金取引を行っております。

 

（２）本株式交換の目的

　当社は、平成13年８月に輸送事業の濃飛西濃運輸株式会社、関東西濃運輸株式会社及び東海西濃運輸株式会社の

３社を株式交換により完全子会社化したのを始め、平成17年10月には、当社を中心とする持株会社体制へ移行する

と同時に、自動車販売事業のトヨタカローラ岐阜株式会社、岐阜日野自動車株式会社、ネッツトヨタ岐阜株式会社

及びネッツトヨタセントロ岐阜株式会社（平成22年７月にネッツトヨタ岐阜株式会社に吸収合併）の４社を株式交

換により完全子会社化いたしました。更に平成18年10月には、北海道西濃運輸株式会社と株式会社セイノー情報

サービスの２社を株式交換により完全子会社化しております。

　当社グループにおいては、輸送事業を中心に自動車販売事業、物品販売事業、不動産賃貸事業等、その事業内容

は多様化しており、セイノースーパーエクスプレス及び西濃通運は主として商業貨物等の輸送事業を、西濃産業は

主として自動車部品販売業を、セイノーファミリーは保険代理店業を、スイトトラベルは主としてタクシー業・旅

行代理店業を、セイノーエンジニアリングは主として建築工事請負業をそれぞれ手掛けております。

　今回の株式交換により、当社グループの更なる結束力の強化、収益力の向上を図り、また、グループ全体の資本

関係をより強固にすることでグループ全体の資本の最適化が図られるものと考えております。これによって、厳し

さを増す事業環境の変化にも機動的かつ柔軟な対応が可能となり、当社グループの企業価値の向上を目的として、

対象６社を完全子会社化することといたしました。
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（３）本株式交換の方法、本株式交換に係る割当ての内容、及びその他の株式交換契約の内容

① 本株式交換の方法

当社を株式交換完全親会社、対象６社を株式交換完全子会社とする株式交換です。

 

② 本株式交換に係る割当ての内容

 
当社

（株式交換完全親会社）

セイノースーパーエクスプレス

（株式交換完全子会社）

セイノースーパーエクスプレスとの

株式交換にかかる交換比率
１ 0.054

セイノースーパーエクスプレス株式１株に対して、当社株式0.054株を割当て交付します。ただし、当社が保

有するセイノースーパーエクスプレス株式9,161,820株については、本株式交換による株式の割当ては行いませ

ん。

 

 
当社

（株式交換完全親会社）

西濃産業

（株式交換完全子会社）

西濃産業との

株式交換にかかる交換比率
１ 2.02

西濃産業株式１株に対して、当社株式2.02株を割当て交付します。ただし、当社が保有する西濃産業株式

120,000株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。

 

 
当社

（株式交換完全親会社）

セイノーファミリー

（株式交換完全子会社）

セイノーファミリーとの

株式交換にかかる交換比率
１ 2,662.58

セイノーファミリー株式１株に対して、当社株式2,662.58株を割当て交付します。ただし、当社が保有する

セイノーファミリー株式80株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。

 

 当社

（株式交換完全親会社）

西濃通運

（株式交換完全子会社）

西濃通運との

株式交換にかかる交換比率
１ 56.97

西濃通運株式１株に対して、当社株式56.97株を割当て交付します。ただし、当社が保有する西濃通運株式

21,000株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。

 

 
当社

（株式交換完全親会社）

スイトトラベル

（株式交換完全子会社）

スイトトラベルとの

株式交換にかかる交換比率
１ 29.94

スイトトラベル株式１株に対して、当社株式29.94株を割当て交付します。ただし、当社が保有するスイトト

ラベル株式21,260株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。

 

 当社

（株式交換完全親会社）

セイノーエンジニアリング

（株式交換完全子会社）

セイノーエンジニアリングとの

株式交換にかかる交換比率
１ 17.35

セイノーエンジニアリング株式１株に対して、当社株式17.35株を割当て交付します。ただし、当社が保有す

るセイノーエンジニアリング株式20,000株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。

 

③ その他の株式交換契約の内容

当社が平成27年２月17日に対象６社との間でそれぞれ締結した株式交換契約の内容は、次のとおりです。
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（セイノースーパーエクスプレス）

 

株式交換契約書

 

セイノーホールディングス株式会社（以下「甲」という。）とセイノースーパーエクスプレス株式会社（以下「乙」とい

う。）は、以下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換の方法）

１  甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として、株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行い、甲は本株式交換により、乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。

２  本株式交換に係る株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（１）甲：　株式交換完全親会社

商号：セイノーホールディングス株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

（２）乙：　株式交換完全子会社

商号：セイノースーパーエクスプレス株式会社

住所：東京都江東区辰巳三丁目10番23号

 

第２条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成27年４月１日とする。ただし、本株

式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲及び乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第３条（株式交換に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項）

１  甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時の乙の株主名簿に記載又は記録された株主

（ただし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式に代わり、その所有

する乙の株式の合計数に0.054を乗じて得た数の甲の株式を交付する。

２  甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対して、その所有する乙の株式１株につき、甲の株式0.054の割

合をもって割り当てる。

３  前二項の規定にかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、甲は会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。

４  本割当対象株主に割り当て交付される甲の株式は、甲の自己株式をもってすることとし、甲は新株の発行を行わ

ない。

 

第４条（株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換によって、甲の資本金及び準備金の額は、増加しないものとする。

 

第５条（株式交換契約承認株主総会）

１  甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約について会社法第795条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法第796条第４項の規定により、本契約について甲

の株主総会による承認が必要となった場合、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について株主総会の承認を

求める。

２  乙は、会社法第784条第１項本文の規定により、本契約について会社法第783条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。

 

第６条（善管注意義務）

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意義務をもってその業務を執行及び財産

の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、予め甲及び乙

が協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第７条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

本契約締結の日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙のいずれかの財産状態若し

くは経営状態に重大な変動が生じたとき、又は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲及

び乙は相互に協議の上、本株式交換の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第８条（本契約の効力）

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失う。

（１）本契約について、効力発生日の前日までに甲及び乙の適法な機関決定による承認が得られなかった場合

（２）法令に定められた関係官庁の承認が得られなかった場合

（３）前条の定めにより本契約が解除された場合

 

第９条（協議事項）

本契約に定めるほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議し合意の上、これ

を定める。

 

 

以上、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれが捺印し、各１通を保有する。

 

平成27年２月17日

 

岐阜県大垣市田口町１番地

甲      セイノーホールディングス株式会社

代表取締役　田口 義隆

 

東京都江東区辰巳三丁目10番23号

乙      セイノースーパーエクスプレス株式会社

代表取締役　松原 茂範
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（西濃産業）

 

株式交換契約書

 

セイノーホールディングス株式会社（以下「甲」という。）と西濃産業株式会社（以下「乙」という。）は、以下のとお

り株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換の方法）

１  甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として、株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行い、甲は本株式交換により、乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。

２  本株式交換に係る株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（１）甲：　株式交換完全親会社

商号：セイノーホールディングス株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

（２）乙：　株式交換完全子会社

商号：西濃産業株式会社

住所：岐阜県大垣市大井三丁目96番地１

 

第２条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成27年４月１日とする。ただし、本株

式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲及び乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第３条（株式交換に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項）

１  甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時の乙の株主名簿に記載又は記録された株主

（ただし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式に代わり、その所有

する乙の株式の合計数に2.02を乗じて得た数の甲の株式を交付する。

２  甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対して、その所有する乙の株式１株につき、甲の株式2.02の割合

をもって割り当てる。

３  前二項の規定にかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、甲は会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。

４  本割当対象株主に割り当て交付される甲の株式は、甲の自己株式をもってすることとし、甲は新株の発行を行わ

ない。

 

第４条（株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換によって、甲の資本金及び準備金の額は、増加しないものとする。

 

第５条（株式交換契約承認株主総会）

１  甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約について会社法第795条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法第796条第４項の規定により、本契約について甲

の株主総会による承認が必要となった場合、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について株主総会の承認を

求める。

２  乙は、効力発生日の前日までに株主総会を招集（会社法第319条第１項の規定に基づく株主総会を含む。）し、

本契約の承認を求める。

 

第６条（善管注意義務）

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意義務をもってその業務を執行及び財産

の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、予め甲及び乙

が協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第７条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

本契約締結の日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙のいずれかの財産状態若し

くは経営状態に重大な変動が生じたとき、又は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲及

び乙は相互に協議の上、本株式交換の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第８条（本契約の効力）

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失う。

（１）本契約について、効力発生日の前日までに甲及び乙の適法な機関決定による承認が得られなかった場合

（２）法令に定められた関係官庁の承認が得られなかった場合

（３）前条の定めにより本契約が解除された場合

 

第９条（協議事項）

本契約に定めるほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議し合意の上、これ

を定める。

 

 

以上、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれが捺印し、各１通を保有する。

 

平成27年２月17日

 

岐阜県大垣市田口町１番地

甲      セイノーホールディングス株式会社

代表取締役　田口 義隆

 

岐阜県大垣市大井三丁目96番地１

乙      西濃産業株式会社

代表取締役　押川 仁三

 

EDINET提出書類

セイノーホールディングス株式会社(E04198)

臨時報告書

12/21



（セイノーファミリー）

 

株式交換契約書

 

セイノーホールディングス株式会社（以下「甲」という。）とセイノーファミリー株式会社（以下「乙」という。）は、

以下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換の方法）

１  甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として、株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行い、甲は本株式交換により、乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。

２  本株式交換に係る株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（１）甲：　株式交換完全親会社

商号：セイノーホールディングス株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

（２）乙：　株式交換完全子会社

商号：セイノーファミリー株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

 

第２条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成27年４月１日とする。ただし、本株

式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲及び乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第３条（株式交換に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項）

１  甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時の乙の株主名簿に記載又は記録された株主

（ただし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式に代わり、その所有

する乙の株式の合計数に2,662.58を乗じて得た数の甲の株式を交付する。

２  甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対して、その所有する乙の株式１株につき、甲の株式2,662.58の

割合をもって割り当てる。

３  前二項の規定にかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、甲は会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。

４  本割当対象株主に割り当て交付される甲の株式は、甲の自己株式をもってすることとし、甲は新株の発行を行わ

ない。

 

第４条（株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換によって、甲の資本金及び準備金の額は、増加しないものとする。

 

第５条（株式交換契約承認株主総会）

１  甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約について会社法第795条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法第796条第４項の規定により、本契約について甲

の株主総会による承認が必要となった場合、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について株主総会の承認を

求める。

２  乙は、効力発生日の前日までに株主総会を招集（会社法第319条第１項の規定に基づく株主総会を含む。）し、

本契約の承認を求める。

 

第６条（善管注意義務）

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意義務をもってその業務を執行及び財産

の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、予め甲及び乙

が協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第７条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

本契約締結の日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙のいずれかの財産状態若し

くは経営状態に重大な変動が生じたとき、又は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲及

び乙は相互に協議の上、本株式交換の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第８条（本契約の効力）

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失う。

（１）本契約について、効力発生日の前日までに甲及び乙の適法な機関決定による承認が得られなかった場合

（２）法令に定められた関係官庁の承認が得られなかった場合

（３）前条の定めにより本契約が解除された場合

 

第９条（協議事項）

本契約に定めるほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議し合意の上、これ

を定める。

 

 

以上、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれが捺印し、各１通を保有する。

 

平成27年２月17日

 

岐阜県大垣市田口町１番地

甲      セイノーホールディングス株式会社

代表取締役　田口 義隆

 

岐阜県大垣市田口町１番地

乙      セイノーファミリー株式会社

代表取締役　中島 隆利

 

EDINET提出書類

セイノーホールディングス株式会社(E04198)

臨時報告書

14/21



（西濃通運）

 

株式交換契約書

 

セイノーホールディングス株式会社（以下「甲」という。）と西濃通運株式会社（以下「乙」という。）は、以下のとお

り株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換の方法）

１  甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として、株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行い、甲は本株式交換により、乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。

２  本株式交換に係る株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（１）甲：　株式交換完全親会社

商号：セイノーホールディングス株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

（２）乙：　株式交換完全子会社

商号：西濃通運株式会社

住所：岐阜県大垣市東前五丁目７番地２

 

第２条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成27年４月１日とする。ただし、本株

式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲及び乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第３条（株式交換に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項）

１  甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時の乙の株主名簿に記載又は記録された株主

（ただし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式に代わり、その所有

する乙の株式の合計数に56.97を乗じて得た数の甲の株式を交付する。

２  甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対して、その所有する乙の株式１株につき、甲の株式56.97の割

合をもって割り当てる。

３  前二項の規定にかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、甲は会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。

４  本割当対象株主に割り当て交付される甲の株式は、甲の自己株式をもってすることとし、甲は新株の発行を行わ

ない。

 

第４条（株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換によって、甲の資本金及び準備金の額は、増加しないものとする。

 

第５条（株式交換契約承認株主総会）

１  甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約について会社法第795条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法第796条第４項の規定により、本契約について甲

の株主総会による承認が必要となった場合、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について株主総会の承認を

求める。

２  乙は、効力発生日の前日までに株主総会を招集（会社法第319条第１項の規定に基づく株主総会を含む。）し、

本契約の承認を求める。

 

第６条（善管注意義務）

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意義務をもってその業務を執行及び財産

の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、予め甲及び乙

が協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第７条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

本契約締結の日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙のいずれかの財産状態若し

くは経営状態に重大な変動が生じたとき、又は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲及

び乙は相互に協議の上、本株式交換の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第８条（本契約の効力）

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失う。

（１）本契約について、効力発生日の前日までに甲及び乙の適法な機関決定による承認が得られなかった場合

（２）法令に定められた関係官庁の承認が得られなかった場合

（３）前条の定めにより本契約が解除された場合

 

第９条（協議事項）

本契約に定めるほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議し合意の上、これ

を定める。

 

 

以上、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれが捺印し、各１通を保有する。

 

平成27年２月17日

 

岐阜県大垣市田口町１番地

甲      セイノーホールディングス株式会社

代表取締役　田口 義隆

 

岐阜県大垣市東前五丁目７番地２

乙      西濃通運株式会社

代表取締役　柳迫 茂矢
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（スイトトラベル）

 

株式交換契約書

 

セイノーホールディングス株式会社（以下「甲」という。）とスイトトラベル株式会社（以下「乙」という。）は、以下

のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換の方法）

１  甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として、株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行い、甲は本株式交換により、乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。

２  本株式交換に係る株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（１）甲：　株式交換完全親会社

商号：セイノーホールディングス株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

（２）乙：　株式交換完全子会社

商号：スイトトラベル株式会社

住所：岐阜県大垣市旭町三丁目11番地

 

第２条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成27年４月１日とする。ただし、本株

式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲及び乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第３条（株式交換に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項）

１  甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時の乙の株主名簿に記載又は記録された株主

（ただし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式に代わり、その所有

する乙の株式の合計数に29.94を乗じて得た数の甲の株式を交付する。

２  甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対して、その所有する乙の株式１株につき、甲の株式29.94の割

合をもって割り当てる。

３  前二項の規定にかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、甲は会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。

４  本割当対象株主に割り当て交付される甲の株式は、甲の自己株式をもってすることとし、甲は新株の発行を行わ

ない。

 

第４条（株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換によって、甲の資本金及び準備金の額は、増加しないものとする。

 

第５条（株式交換契約承認株主総会）

１  甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約について会社法第795条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法第796条第４項の規定により、本契約について甲

の株主総会による承認が必要となった場合、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について株主総会の承認を

求める。

２  乙は、効力発生日の前日までに株主総会を招集（会社法第319条第１項の規定に基づく株主総会を含む。）し、

本契約の承認を求める。

 

第６条（善管注意義務）

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意義務をもってその業務を執行及び財産

の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、予め甲及び乙

が協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第７条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

本契約締結の日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙のいずれかの財産状態若し

くは経営状態に重大な変動が生じたとき、又は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲及

び乙は相互に協議の上、本株式交換の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第８条（本契約の効力）

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失う。

（１）本契約について、効力発生日の前日までに甲及び乙の適法な機関決定による承認が得られなかった場合

（２）法令に定められた関係官庁の承認が得られなかった場合

（３）前条の定めにより本契約が解除された場合

 

第９条（協議事項）

本契約に定めるほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議し合意の上、これ

を定める。

 

 

以上、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれが捺印し、各１通を保有する。

 

平成27年２月17日

 

岐阜県大垣市田口町１番地

甲      セイノーホールディングス株式会社

代表取締役　田口 義隆

 

岐阜県大垣市旭町三丁目11番地

乙      スイトトラベル株式会社

代表取締役　一柳 正義
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（セイノーエンジニアリング）

 

株式交換契約書

 

セイノーホールディングス株式会社（以下「甲」という。）とセイノーエンジニアリング株式会社（以下「乙」とい

う。）は、以下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（株式交換の方法）

１  甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社として、株式交換（以下「本株式交換」とい

う。）を行い、甲は本株式交換により、乙の発行済株式（甲が所有する乙の株式を除く。）の全部を取得する。

２  本株式交換に係る株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（１）甲：　株式交換完全親会社

商号：セイノーホールディングス株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

（２）乙：　株式交換完全子会社

商号：セイノーエンジニアリング株式会社

住所：岐阜県大垣市田口町１番地

 

第２条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、平成27年４月１日とする。ただし、本株

式交換の手続の進行に応じ、必要があるときは、甲及び乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第３条（株式交換に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項）

１  甲は、本株式交換に際して、本株式交換が効力を生ずる時点の直前時の乙の株主名簿に記載又は記録された株主

（ただし、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対して、その所有する乙の株式に代わり、その所有

する乙の株式の合計数に17.35を乗じて得た数の甲の株式を交付する。

２  甲は、本株式交換に際して、本割当対象株主に対して、その所有する乙の株式１株につき、甲の株式17.35の割

合をもって割り当てる。

３  前二項の規定にかかわらず、本割当対象株主に対して交付する甲の株式の数に１株に満たない端数があるとき

は、甲は会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。

４  本割当対象株主に割り当て交付される甲の株式は、甲の自己株式をもってすることとし、甲は新株の発行を行わ

ない。

 

第４条（株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換によって、甲の資本金及び準備金の額は、増加しないものとする。

 

第５条（株式交換契約承認株主総会）

１  甲は、会社法第796条第３項本文の規定により、本契約について会社法第795条第１項に定める株主総会の決議に

よる承認を受けることなく本株式交換を行う。ただし、会社法第796条第４項の規定により、本契約について甲

の株主総会による承認が必要となった場合、甲は、効力発生日の前日までに、本契約について株主総会の承認を

求める。

２  乙は、効力発生日の前日までに株主総会を招集（会社法第319条第１項の規定に基づく株主総会を含む。）し、

本契約の承認を求める。

 

第６条（善管注意義務）

甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意義務をもってその業務を執行及び財産

の管理、運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行おうとする場合には、予め甲及び乙

が協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第７条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

本契約締結の日から効力発生日までの間に、天災地変その他の事由により、甲又は乙のいずれかの財産状態若し

くは経営状態に重大な変動が生じたとき、又は本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲及

び乙は相互に協議の上、本株式交換の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第８条（本契約の効力）

本契約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その効力を失う。

（１）本契約について、効力発生日の前日までに甲及び乙の適法な機関決定による承認が得られなかった場合

（２）法令に定められた関係官庁の承認が得られなかった場合

（３）前条の定めにより本契約が解除された場合

 

第９条（協議事項）

本契約に定めるほか、本株式交換に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協議し合意の上、これ

を定める。

 

 

以上、本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれが捺印し、各１通を保有する。

 

平成27年２月17日

 

岐阜県大垣市田口町１番地

甲      セイノーホールディングス株式会社

代表取締役　田口 義隆

 

岐阜県大垣市田口町１番地

乙      セイノーエンジニアリング株式会社

代表取締役　村木 和人
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（４）本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

　当社は、本株式交換における交換比率の算定については、その公正性及び妥当性を確保するため、当社及び対

象６社双方から独立した第三者算定機関であるEYトランザクション・アドバイザリー・サービス株式会社（以

下、「EY」といいます。）に算定を依頼しました。EYは、当社の株式価値については当社が上場会社であること

を勘案し市場株価法により、対象６社の内、セイノースーパーエクスプレスを除いた５社の株式価値については

対象５社が未上場であることを勘案したうえで、対象５社より、算定の前提となる同社らの財務予測を提供され

たことから、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法が企業の事業活動によって生み出される将来のキャッ

シュフロー（収益力）に基づく評価手法であり、継続企業（ゴーイング・コンサーン）の価値評価を行う上で適

した手法であると考え、DCF法を、また、修正簿価純資産法が貸借対照表上の資産及び負債を基礎として時価に

基づく含み損益を反映させた純資産価額によって株式価値を評価する手法であり、将来の収益力を必ずしも正し

く反映していない一方、評価基準日における比較的客観的な結果を得られる手法であると考え、修正簿価純資産

法を採用しています。なお、セイノースーパーエクスプレスについては、純資産に基づき決定された価値をもと

に、株式交換比率の算定を行いました。市場株価法については、平成27年２月９日を評価基準日とし、一時的な

株価変動等の要素をできるだけ排除しつつ可能な限り最新の情報が反映された株価を採用するために、当社の平

成27年３月期第２四半期決算短信の発表を行った平成26年11月11日の翌営業日から評価基準日までを採用し、当

該採用期間における株価の終値の最大値、最小値をもって算定レンジとしています。

　なお、当社の１株当たりの株式価値を１とした場合の本株式交換の株式交換比率の算定結果は以下のとおりと

なります。

対象会社
株式交換比率の算定結果

DCF法 修正簿価純資産法 その他

セイノースーパーエクスプレス - - 0.048～0.060

西濃産業 2.27～3.11 2.02～2.52 -

セイノーファミリー 3,588.84～4,831.76 2,662.58～3,318.62 -

西濃通運 121.17～154.54 113.94～142.01 -

スイトトラベル 61.69～78.49 59.88～74.64 -

セイノーエンジニアリング 34.78～46.79 34.69～43.24 -

　当社は、第三者機関による交換比率の算定結果を参考に、対象６社とそれぞれ株式交換比率について慎重に交

渉・協議を重ねた結果、最終的に（３）②記載の株式交換比率が妥当であるとの判断に至りました。

 

（５）本株式交換後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、

総資産の額及び事業の内容

商号 セイノーホールディングス株式会社

本店の所在地 岐阜県大垣市田口町１番地

代表者の氏名 代表取締役社長　田口　義隆

資本金の額 42,481百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容 持株会社

 

以　上
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